
経済構造 

 

道内総生産額は約19兆５千億円（平成1５年度）で、全国シェアは3.9%である。産業別にみると、全国に比べ一次

産業と三次産業のシェアは高いが、二次産業のシェアは低い。道民所得は、全国に比べると雇用者所得の割合

が高く、時系列で見て財産所得の割合が低下しつつある。 

 

 

１．道内総生産  

2003 年度（平成 15年度）は約 19兆５千億円で、全国の 3.9％にあたる。この構成比を見ると（表１）、サービス

業が 21.2%（帰属利子等控除前、以下同）で最も高く、次いで政府サービス（14.5%）、卸・小売（13.8%）、不動産

業（11.2%）、製造業（9.5%）の順となっている。平成 2年度以降、農林水産業・鉱業、建設業の構成比は大きく低

下しており、製造業も低下している。一方で、サービス業のウェイトが大きく高まっており、金融・保険業、卸・小

売業も上昇傾向にある。 

全国と比較すると、産業は全国で 89.2%を占めているのに対して、北海道ではやや低く 83.6%となっている一方、

政府サービスでは全国の 8.9%に対して北海道では 14.5%と高い。産業別では、農林水産業が全国で 1.2%であ

るのに対して、北海道では 3.3%と高く、また建設業も全国の 5.6%に対し北海道で 8.7%と高い。一方、製造業は

全国の 19.9%に対して北海道では 9.5%と低位にとどまっている。他地域と比較すると（表５．１）、北海道は農林

水産業、建設業、政府サービス生産者のウェイトが最も高く、逆に製造業は最も低い。また、サービス業は、関

東、九州に次いで高い。 

農林水産業を始めとした一次産業はウェイトが低下しているとはいえ、依然として全国に比べると高い水準にあ

る。また、公共投資の影響を受ける建設業や政府サービスも高く、官依存の生産構造にあると言える。 

 

 

２．道内総支出  

道内総支出は道民の生産活動を通じて新たに生み出された付加価値が、どのような形で支出に向けられてい

るかを見る指標だが、約 19兆５千億円のうち家計消費などの民間最終消費が約 11兆 3千億円（57.8％）、国・

自治体の人件費や物件費などの政府最終消費が約 5兆円（24.5％）、民間固定資本形成（新設住宅、企業設

備など）が約2兆4千億円（12.4％）、公的固定資本形成（公共投資など）が約1兆9千億円（9.8％）となってい

る。また、道外との財・サービスのやり取りを表す域際収支（移出－移入）は約２兆１千億円の赤字（移入超過）

である。大まかに言うと、北海道経済は 20兆円規模で、その半分強が民間最終消費支出、３分の１強が官需

（政府最終消費支出＋公的総固定資本形成）、１割が域際収支の赤字という構造である。 

時系列で見ると、民間最終消費と公的固定資本形成は横ばい圏内にあるが、政府消費の割合が平成2年度の

19.7%から平成 15年度の 24.5%まで高まってきている。全国と比べると、民間最終消費、政府最終消費、総資本

形成とも構成比は高まっている。 

地域別に見ると（表５．２）、北海道は民間最終消費及び、官需（政府最終消費支出、公的総固定資本形成）の

構成比は全国で最も高い。逆に総固定資本形成の民間部門、中でも企業設備の構成比は最も低い。 

 

 

 

 

 



３．道民所得  

道民所得は（表３）、約 14 兆 4千億円であり、このうち雇用者所得（賃金や社会保障負担など）が約 10兆 9千

億円で全体の75.4%を占めており、次いで企業所得（営業余剰など）が3兆4千億円で23.4%、財産所得（利子・

配当など）が2千億円で1.2%となっている。全国と比べると、道民所得は雇用者所得の割合が高く、財産所得や

企業所得の割合が低くなっている。企業所得では、個人企業は全国と大きな差はないが、民間法人や公的企

業の割合は低くなっている。時系列で見ると、財産所得の割合が大幅に低下する一方、雇用者所得と企業所

得の割合が高まってきており、両者で道民所得の太宗を占めている。 

地域別に見ると（表５．３）、他地域と比較して北海道の雇用者所得の構成比は最も高く、逆に企業所得、財産

所得の構成比は最も低い。 

また、経済的豊かさを示す指標の一つである「一人当たり所得水準」（表４）は、2003 年度（平成 15年度）で

2,543 千円で、平成 2年度よりは高いものの、平成 8年度をピークに減少傾向にある。 

 

（注）地域ブロック 

原則「県民経済計算年報」の地域区分によるが、 

「北海道・東北」ブロックは、北海道と東北を区分するように加工している。

 

北海道 

東北：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 

中部：富山、石川、福井、岐阜、静岡、愛知 

近畿：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中国：鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国：徳島、香川、愛媛、高知 

九州：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜表１：県民総生産＞ 

北海道 （単位：十億円、以下同）
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＜表２：県民総支出＞ 
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＜表３：県民所得＞ 

北海道 

 

全国 

 

＜表４：一人当たり県民所得（地域別時系列）＞ 

（単位：千円） 

 

 

 



＜表５：地域別県内総生産・総支出・県民所得構成比＞ 

１．県内総生産 

  

２．県内総支出  

 

 

３．県民所得 

 
 


